
令和 4年度事業報告書

令和4年 4月 1日 から令和5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人Reach Alternatives

1 事業の成果

東部アフリカ、中東及び日本含むアジアにおいて、争いや暴力により生じた人道危機への緊急支援、人材育成・能力強化を通じた争いや暴力予防のた

めの早期警戒 。早期対応、ジェンダー、社会的結東・共存の促進のためのコミュニティレベルの取 り組みを強化すると同時に、地域間のノウハウの共

有を進めた。また、国内外での活動への理解促進および啓発を進めた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

力をおこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防 。平和構築の

推進に寄与することを目的とし

【ジェンダーに根差した暴力の予防、

力強化事業】

ナイロビのキベラ地区にて、 リプロダクティブヘルス

やジェンダーに根差 した暴力・予防に関わる医療や

サービスを地域として改善することを目指 し、それに

る人材の育成や啓発資料の開発・提供、

り組む。

2022年

10月

20234F3

月

ケニア

共和国

6人 10,995

千円

メンタルヘルスケア

を受けた住民184

人、リプロダクティ

ブヘルスやジェン

ダーに根差した暴力

に関する研修の参加

者67人、コロナ禍の

リプロダクティブヘ

ルスやジェンダー

に根差した暴力を
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事業名 事業内容
実施

時期

実施

場所

従事者

の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

の

金額

(千

円)

て人材を教育し、訓練すること。

(5)紛争予防 。平和構築に関して、広く内外

の世論の理解や支持を得られる

ように、出版、啓蒙、広報等の活動をおこなう

こと。

(6)国内外で紛争予防 。平和構築に関する会

実施すること。

(1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防・平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

めとする各国政府、

国際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

をおこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防・平和構築の

に寄与することを目的とし

て人材を教育 し、訓練すること。

(5)紛争予防 。平和構築に関 して、広 く内外

の世論の理解や支持を得られる

ように、出版、啓蒙、広報等の活動をおこなう

こと。

(6)国 内外で紛争予防 。平和構築に関する会

議を実施すること。

テーマにした啓発活

動に参加 した住民

269人

2 【ナイロビ。スラムで活動する現地団体の能力

の事業地で育成してきた人材によって自発的に

されたコミュニティ団体の能力強化をおこなう。ま

た、コミュニテイ団体が活動する3地区間のネット

ワーキングと警察・行政などとの連携を強化すること

で、現地の人々が争い予防の活動を主体的に継続 し、

に平和が定着するしくみをつくる。

ケニア事業計

2022年

10月

2023年8

月

ケニア

共和国

6人 若者を中心とするコ

ミュニティ団体の運

営メンバー約30人

(3地域合計)。

(さ らに連携フォー

ラムに参加する外部

連携機関 (警察、行

政、政府平和委員会

など)の関係者30

人)

1,393

千円

12,387千 円
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う
０ (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための

活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、国

際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等と

必要な連絡、調整、提携、協力を

おこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防 。平和構築の

推進に寄与することを目的として人材を教育

し、訓練すること。

(4)紛争予防 。平和構築の理論および実践の

ために必要かつ有益な情報を収集

し、調査・研究をおこない、またその成果を踏

まえて政策・措置を提言すること。

(8)上記の事業を達成するために必要な、こ

れに関連する事業をおこなうこと。

【中央エクアトリア州ジュバ市国内避難民キャンプと

ホストコミュニティにおける共同作業を通じた平和的

共存の促進と保護事業】

コミュニティ全体でのレジリエンス強化を通して、対

立する住民の平和的な共存、および表面化しにくい暴

力や紛争のリスク軽減や治安回復を図る。表面化しに

くい暴力の被害者などにコミュニティ主体の支援を行

うためコミュニティ。ワーカーを選定し、心理社会的

サポートが必要な住民を特定し支援を提供できるよう

育成した。コミュニティの指導者やユースリーダーを

中心としたコミュニティ。フォーカルパーソンを選定

し、争い、ジェンダーに基づく暴力、家庭内暴力など

が発生する際の予兆を住民参加型で特定し、定期的に

コミュニティを巡回しながら暴力・紛争およびその予

兆を把握し未然に予防できるよう育成した。

2021年

10月

2022年

9月

南スーダン

共和国

ジュバ

8人 国内避難民キャンプ

住民約6,900人

42,550

千円

４

． (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、国際機関、内外

NGO、 研究機関、調査機関等と必要な連絡、

調整、提携、協力をおこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防 。平和構築の

推進に寄与することを目的として人材を教育

【国内避難民対象のトイレの修復と安全灯の設置】

間企業のご寄付をもとに、国内避難民居住区内の 3

において使用できなくなっていた トイレ・シャ

ワー・手洗い場の修繕、環境整備を行った。また

にあるそれら施設の近 くにおいて、安全灯を設置 し、

とりわけ女性や子どもへの暴力を防ぐための活動を

2022年

5月

2023年

3月

南スーダン

共和国

ジュバ

8人 国内避難民キャンプ

住民約3,000人

2,978

千 円

した。
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事業名 事業内容

し、訓練すること。

(8)上記の事業を達成するために必要な、こ

れに関連する事業をおこなうこと。

施

期

実

時

施

所

実

場

従事者 受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

の

金額

(千

円)

の

人数

2022年 南スーダン 8人 国内避難民キャンプ

住民51人

17,408

千円10月 共和国

ジュバ

2023“宇17

月 (継続

中)

62,936千 円

Ｅ
Ｕ (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防・平和構築のための

活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、国

際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等と

必要な連絡、調整、提携、協力を

おこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防 。平和構築の

に寄与することを目的として人材を教育

し、訓練すること。

(4)紛争予防・平和構築の理論および実践の

ために必要かつ有益な情報を収集

し、調査 。研究をおこない、またその成果を踏

まえて政策・措置を提言すること。

(8)上記の事業を達成するために必要な、こ

れに関連する事業をおこなうこと。

【中央エクアトリア州ジュバ市国内避難民キャンプと

ホストコミュニティにおける保護および争い。暴力予

防対策事業】

コミュニティ内の争い、ジェンダーに基づく暴力

(GBV)を含む暴力、国内避難民とホス トコミュニ

ティの対立が深刻な中央エクア トリア州ジュバ市マン

ガテン地区国内避難民キャンプにおいて、GBV含む

暴力や争いの早期警戒 。早期対応を行う人材の育成と

仕組みの整備 とともにコミュニティヘの啓発を行うこ

とで、脆弱な人々 (特 に女性、子供、高齢者、障がい

者、少数派民族)が抱える暴力被害やそれら暴力に起

因する問題が予防 。緩和 。解決されるとともに、争い

や暴力に対するコミュニティのレジリエンス強化を目

指す。

南スーダン事業計
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事業名

6 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のため

の活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

力をおこなうこと。

事業内容
実施

時期

実施

場所

従事者

の

人数

トルコ

共和国

6人

トルコ

共和国

6人

受益対象者

の範囲及び

人  数

シリア難民

3,287人

シリア難民

1,457人

事業費

の

金額

(千

円)

【トルコ共和国エルデムリ地区とメルスィン市4地区

における脆弱なシリア難民への情報提供 。個別支援事

業 (第 5期 )】

メジットリ地区のプロテクションセンターおよびエル

デムリ地区に新設したエルデムリ相談所にて、シリア

難民を対象に情報提供、個別法律相談、心理社会的ケ

ア、 トルコ語通訳、Eバ ウチャーを通じた食糧 。生活

用品配布支援、権利 。法律セミナー、GBV予防啓発

活動を実施した。

2021年 9

月

2022年

10月

2022年

10月

2023年

3月

(継続中)

27,007

千円

7 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のため

の活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

力をおこなうこと。

(3)直接または間接に紛争予防・平和構築の

推進に寄与することを目的とし

て人材を教育し、訓練すること。

【トルコ共和国メルスィン県6地区における脆弱なシ

リア難民への情報提供 。個別支援強化事業 (第6

期)】

メルスィン県6地区において、シリア難民を対象に情

報提供、個別法律相談、心理カウンセリング、 トルコ

語通訳、権利 。法律セミナー、GBV予防啓発活動、

GBV予防 。対応のための トレーナー研修を実施して

いる。

16,303

千円
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事業名 事業内容
実施

時期

実施

場所

従事者 受益対象者

の範囲及び

人   数

の

人数

事業費

の

金額

(千

円)

8 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のため

の活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

力をおこなうこと。

【トルコ共和国ハタイ県における食料・N FI配布事

業】

2023年2月 6日 に発生 した トルコ・シリア地震で被災

したハタイ県の被災者を対象に、食料バスケットと調

理器具を配布 した。

【トルコ共和国メルスィン県における衛生用品。靴。

下着配布事業】

2023年2月 6日 に発生 した トルコ・シリア地震により

各被災地からメルスィン県に避難 した被災者を対象

に、衛生用品、靴及び下着を配布 した。

【シリア共和国北西部におけるNFI配布事業】

2023年2月 6日 に発生 した トルコ・シリア地震で被災

した北西部の被災者を対象に、マットレス、プラン

ケット、断熱プラスチックシー ト、調理器具を配布 し

た。

2023年2 トルコ

共和国

&

シリア共和

国

月

2023年

3月

(継続中)

4人 地震被災者

1,708人

2,631人

954人

9,446

千円

9 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のため

の活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

力をおこなうこと。

【シリア共和国北西部における国内避難民への食料配

布と保護強化支援事業】

国内避難民に対する食料配布と、心理社会的サポー ト

およびジェンダーに基づく予防啓発セッションの提供

を実施 した。

2021年

10月 ～

2022年

10月

シリア共和

国

6人 シリア国内避難民 約

1,478人

50,714

千円
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事業内容
実施

時期

従事者

の

人数

10 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のため

の活動を企画し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

国際機関、内外NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協

(3)直接または間接に紛争予防・平和構築の

て人材を教育し、訓練すること。

事業名

を始めとする各国政府、

をおこなうこと。

することを目的とし

【シリア共和国北西部における脆弱性の高い国内避難

民への保護環境強化支援事業】

国内避難民に対し、心理社会的サポー トおよびジェン

ダーに基づく予防啓発セッションの提供を実施してい

る。また、現地提携団体を対象にコミュニティワー

カーを育成するための トレーナー研修を提供し、今度

は彼らが講師となり研修を行い、国内避難民の生活状

況の把握や必要な支援を特定するコミュニティワー

カーを育成する。

2022年

10月 ～

2023年3

月

(継続中)

シリア共和

国

施

所

実

場

6人

中東事業計

シリア国内避難民

約141人

113,645千 円

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

の

金額

(千

円)

10,174

千円

11 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協力をおこなうこ

と。

『退避支援』

政権交代による迫害により生命の危機に瀕しているア

フガニスタン人の国外退避支援、保護支援を実施し

た。

20221F4

月～2023

年3月

(継続中)

2人アフガニス

タン

命の危険にあるアフ

ガン人82人

38,794

千円

(1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防・平和構築のための活動を企画

『アフガニスタン中央部における食料配布事業』

政情不安 。経済制裁により困窮する2,200世帯に食料

2022年2

月～6月

アフガニス 2,200世帯 (131995

人)

43,248

千円

12
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事業名 事業内容
実施

時期

実施

場所

従事者

の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

の

金額

(千

円)

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協力をおこなうこ

と。

配布を実施 した。

13 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協力をおこなうこ

と。

『アフガニスタン中央部における食料配布事業』

政情不安 。経済制裁 。自然災害など複合的な要因によ

り困窮する女性世帯などを中心とする2870世帯に食

料配布を実施した。

2022年

12月 5日 ‐

2023年 7

月4日

(継続中)

アフガニス

タン

3人 0人 (3月 末時点) 51,882

千円

14 (1)海外の顕在的または潜在的な紛争地にお

いて紛争予防 。平和構築のための活動を企画

し、実施すること。

(2)前項の活動の成功を担保するために、日

本政府を始めとする各国政府、

国際機関、内外 NGO、 研究機関、調査機関等

と必要な連絡、調整、提携、協力をおこなうこ

と。

『アフガニスタン中央部カプール県における食料配布 2023年2

月2日

～2023年

5月 3日

アフガニス 3人 852世帯(4,912人 ) 19,518

千円事業』 タ ン

政情不安 。経済制裁 。自然災害など複合的な要因によ

り困窮する女性世帯などを中心とする1150世帯に食

料配布を実施した。

アフガニスタン事業計 153,442千 円

8/9



事業名 事業内容
実施

時期

実施

場所

従事者

の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費

の

金額

(千

円)

15 (5)紛争予防・平和構築に関して、広 く内外

の世論の理解や支持を得られるように、出版、

啓蒙、広報等の活動をおこなうこと。

学校、企業、自治体で講演等を通した広報事業 2022年4

月

～2023

年3月

日本 3人 講演参加者

約2,200人

セミナー参加者486

人

ラジオ視聴者

586人

2,886千円

16 (5)紛争予防 。平和構築に関して、広く内外

の世論の理解や支持を得られるように、出版、

啓蒙、広報等の活動をおこなうこと。

紛争予防・平和構築 。緊急支援などに関するセ ミ

ナー・啓発活動

2022年 4

月

～2023

年3月

日本 3人

国内事業計

事業費総計 3451296千 円

9/9



令和4年度 (2022年度)活動計算書

活動計算書

貸借対照表

計算書類に対する注記

財産目録

監事監査報告書

独立監査法人の監査報告書

特定非営利活動法人 Reach Aiternttves



2022年度 活動計算書

自:2022年4月 1日 至 :2023年3月 31日 まで

ヒ非営利活動法人 Reach Alternati

科 目 合計

I 経常収益

受取会費
受取賛助会費
受取支持会費 640,

0
640,000

受取一般会費

受取会費計 1 1 1

2 受取寄附金
受取寄附金
受取寄附金振替額
書損 じハガキ

受取寄附金計
3 受取助成金等

受取補助金
受取助成金

295,459, 295,459,

受取助成金等計
4 収益事業

請負業

物品販売業

収益事業計

その他収益
受取利息
為替益
その他収益 4

経常収益計 371,517, 727, 372,245,

Π

1 事業費
(1)直接事業費

直接事業費

直接事業費計
(2)人 件費

役員報酬
職員人件費
法定福利費
福利厚生費

人件費計
(3)そ の他経費

207 581 207

4,680,
67,230,
6,295,

教育研修費
会議費
旅費交通費
通信費
修繕維持費

2,

400,
17,584,
2,568,

331,
64,

2,613,
364,

494,

261 11,

47,

2,

400,
17,595,
2,616,

332,

65,

2,672,
377,

料数

費
　
　
　
　
　
手

品
費
費
　
費
　
行
　
　
費
　
費

耗
品
熱
　
書
　
銀
賃
　
策
課
却
酬

消
用
光
費
図
費

・
家
料
対
公
償
報

品
務
道
刷
聞
会
払
代
険
全
税
価
払
費

備
事
水
印
新
諸
支
地
保
安
租
減
支
雑

1,

58,

13,

5, 499,891

476,
7,455,

10,341,
2,061,

1,

99,

96,

10,812,

185,

492,961
091 ５

４

２

１

０

２

９

５

４

４

１

　

１

１

９

１

401
41

1,

6,

為替差損益

その他経費計

166,91



2022年度 活動計算書

自:2022年4月 1日 至:2023年3月 31日まで

ヒ非営利活動法人 Reach Alternati

科 目 合計

2

(1)人件費
役員報酬
職員人件費
法定福利費

‐９

４２

９７

120,000
2,848,194

398,116
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

教育研修費
会議費
旅費交通費
通信費
修繕維持費
備品消耗品費
事務用品費
水道光熱費
印刷費
新聞図書費
諸会費
支払・銀行手数料
地代家賃
保険料
租税公課
減価償却費
支払報酬
雑費

26, 26,

21,

268,

1,

3,

81,

26,

60,

21,100
269,510

８

２

６

120

13,

64,

1, 557,140
152,025

為替差損

その他経費計

3,

500

当期経常増減額 21,590,

固定資産売却益

過年度損益修正益

過年度損益修正損 577,151

V

法人税、住民税及び事業税 01 70,000

23, 181,6761 A 2,238,658

51,649,8501   △ 6,546,875

当期一般正味財産増減額 943,

前期繰越一般正味財産額 45,102,

次期繰越一般正味財産額 66,045,993

Ｉ

　

Ⅱ

受取寄附金 13,909,111 13,909,111

一般正味財産への振替額 35,058,

当期指定正味財産増減額 △ 21,149, △ 21,149,

21,1

次期繰越指定正味財産額 0

66,045,993 0 66,045,993

5.348,429 10,499

347.758.933 2.896.567

23,758,827 △  2,168,

0

0

577,151

9■ lR1 676 ′、 , 16R_

74,831,526 △  8,785,



書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 Reach Alternatives

(単位 :円 )

科
日

【 金 □

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収補助金

未収事業収益

未収入金

前払費用

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物付属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

電話加入権

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

差入保証金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

未払費用

未払給与

未払法人税等

前受金

預 り金

その他

流 動 負 債 合 計

1 固定負債

退職給付引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

1.指定正味財産

前期繰越指定正味財産

当期指定正味財産増減額

指定正味財産合計

2.一般正味財産

前期繰越一般正味財産

当期一般正味財産増減額

一般正味財産合計
正味財産合計
負債及び正味財産合計

173,170,395

435,012

15,000

833,541

1,295,370

1,434,600

782,505

393.846

177

417

180,

1

1.176.351

74.330

74,330

1,640,813

1,640,813

4,965,563

2,475,283

317,938

70,000

101,167,142

807,491

4,226,002

21,149,698

△ 21,149,698

45,102,975

20,943,018

4,226,002

0

66,045,993

180.075.412



2022年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 Reach Alternatives

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 取0法人会計基準協議会)に

よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は個別方法によつています。

(2)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は定額法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
消費税は税込経理により処理 しています。

2.事業別損益の状況

科 H クニア
菫輩

受取会費
受取寄附金 10,000,

9,780,

経 軍 1■ 不1計

経常費用
直接事業費
直接事業を

Ⅱ
(1)

4_153_063

(2)

費
酬
件

費
報
人

件
員
員

人
役
職

法定福利費
垣乗Il厘ルを

120,000
14,264,766

889,446
0_710

人
`ど

FttP言十

費
費
　
費
　
費
　
費
費
　
費

経
修
　
通
　
持
費
品
熱
　
書

他
研
費
交
費
維
品
用
光
費
図
費

の
育
議
費
信
繕
耗
務
道
刷
聞
会

そ
教
会
旅
通
修
消
事
水
印
新
諸
支払・銀行手数 )

地代家賃
保険料

費
　
費

策
課
却
酬

対
公
償
報

全
税
価
払

安
租
減
支

雑費
為碁姜増米

６５

５４

３３

８５

１５

８４

６４

０８

６３

　

３３

４５

１６

９８

　

６３

１３

Ｈ

５７

錦

４

７

９

１

　

８

１

４

　

　

２

８

９

　

　

　

８

　

■

ヽ′

137

ニ ス

4,320,
9,455,
2,075,111

4,325,
240,

1,

5,

246,

54,

17,

67,

5,671,
329,

286,

4,

24,

887,

事業部門計

４

７

６

2,

400,
17,595,

2,616,
332,

65,

2,672,
377,

7,495,

10,424,

2,112,
1,

100,

102,

10,979,

185,

管理部門

120,000
2,848,1

398,116

21,100
269,510

合計

506,

7,560,

10,981,

2,264,

108,

123,

11,662,

185,

3,450,
49,683,

8,846,091
1,129,951

117,

25,

1,109,

91,

54,761

2,052,111
123,689,

120,

14,798,

1,471,

841

499,891

492,961

411

671

1

11,

47,

101

911
061

,'」 =]ど 1■ :‖調目 ノヽ 1,R AlR A4 4RO I 106 066 53R lR9 ,07 60, , RRR 495 A45 ,96 57
△ 12.060.177



2022年度 計算書類の注記
3.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は66,045,993円 です。また、下記のように使途が特定されている期末残高は有 りません。
したがって使途が制約 されていない正味財産は66,045,993円 です。

内 容

JPFトルコ

個別支援事業 (第5期 )

36,379,045 36,379,045
1,724円 です

JPF雨スーダン
保護事業 (第2期 )

32,678,230 雨助金の総額は46,001,615円 です。
返還金は44,222円 の見込みです。

JPFう/リ フ′

食糧支援&保護事業
56,242,986 襦iう力金の総額は79,673,240円 で｀

す。
返還金は0円の見込みです。

JPFア フガニスタン
食料支援事業

40,357,451 雨助金の総額は42,857,142円 です。
返還金は0円の見込みです。

JPFト ルコ

個別支援事業 (第6期 )

18,662,836 勘 金 σ)澤総4圏貝は33,326,492円 で,■
1期受入額 との差額 14,663,656円 は

"呼
ハ ル l´ て岱借廿 昭寿 〕r計 卜l´ ています

JPFシ リア
保護事業 (第2期 )

9,724,827
。
は

JPF雨 スーーダン
保護事業 (第3期 )

17,005,449
955,223円 は

JP「アフカニスタン
食料支援事業 (第2期 )

51,969,808 日助金|の総額は64,160,257円 です。
1期受入額 との差額 12,190,449円 は
1受金 として管倍対照表に計 上しています ^

JPFア フガニスタン
食料支援事業 (第3期 )

19,978,376 19,978,376

ケニア事業
UN「PA 9,780,866 9,780,866 薔雨ちな

`金

σ)子31留尋ま9,780,866円
‐
Cり

~。

返還金は0円 の見込みです。

UNWOMEN
トルコ事業

(督彗21胴 i自 カロ)

2,679,732 2,679,732 相講殉
`金

α)絲M頂は2,679,732円 で¬

"。返還金は0円の見込みです。

アフガニスタン
退避支援事業

33,006,698 33,006,698

ト
トルコ・ シリア地震

す揺菫輩

ル コ 2,052,111 2,052,111

合 計



8

2022年度 計算書類の注記
4.固定資産の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

科 目

計算吾類に

計上された
金 箱

、役員 と

取引

のI困、湖

l及び支配
l ルの■

I肉

|

(活動計算書)

受取寄附金
事業費

活動計算書計

iふ 0001~I蔦
~i181000

……L里型堕L」型塾型吐_____g
2.411.0001  1.230.000:  1.181.000

その他NPO法 人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
管理費の内、共通する経費は、事業地域国数に応じて按分しています。

科 日

有形固定資産
建物付属設備
工具器具備品

無形固定資産
電話加入権

投資その他の資産
保証金

東京本部
ケニア事務所
トルコ事務所
トルコ事務所
トルコ職員宿舎

1,068,984
849,790

74,330

805,557
625,738
24,149
2,822

182,547

０

４

　

３

(消費税除く)の 3ヶ 月分

脇机

726.00

129.00
387.00

60 追加保証金

合 計 3_633_917 742_4,R 9_R91_494



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 Reach Alternatives

(単位 :円 )

科
日

【 金 □

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

小日現金

普通預金

三菱UFJ銀行

ゆうちょ銀行
スタンダー ドチャーター ド銀行

エコ銀行

ワクフ銀行

未収補助金

UNFPAケニア事業

未収事業収益

講演謝金

未収入金

中東事業 提携団体返還金

前払費用

家賃

保険料

仮払金

労働保険料概算払

アフガニスタン退避支援事業用

その他

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物付属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

電話加入権

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

保証金 東京

保証金 ケニア

併ι言正金  トルコ

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

742,131

155,420,

3,558,

4,461,

5,614,

381

471

701

172,428,

435,

1

15,

541

833,541

295,

1,295,

1,434,

177

782,

1 351

０

２

8



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 Reach Alternatives

:円 )

科
日

Ｈ 金 回

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

返還金 N連イースリーⅢ

返還金 JPFト ルコ個別支援事業 (第5期 )

返還金 JPF南スーダン保護事業 (2期 )

南スーダン事業関連費用

本部関連費用

未払費用 社会保険料

社会保険・労働保険料 (雇用主負担分)

ケニア事務所関連

南スーダン事務所関連

未払給与 短時間勤務職員 3月 分給与

未払法人税等

前受金

JPFト ルコ個別支援事業 (第6期 )

JPFシ リア保護事業 (第2期 )

JPF南 スーダン保護事業 (第3期 )

JPFア フガニスタン食料支援 (第 2期 )

JPFア フガニスタン食料支援 (第 3期 )

事務所サプリース家賃 (2023年度分)

預 り金

社会保険料・税金等

源泉税 ケニア

源泉税 南スーダン

源泉税  トルコ

流 動 負 債 合 計

1 固定負債

退職給付引当金 南スーダン

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

|

3,384,4811

1,7241
|

44,2221

950.0651

585,0711~~~~薫

「百薇要ττヨ

855,7251

1,201,5501

418.0081~~肩
百 翻

317,9381

70,0001

14,663,6561

38,899,3081

28,955,2231

12,190,4491

4,686,2861

1,772,2201

101,167,1

327,

25,

252,492

201.973

109,803,417

114.029,419

807,491

4,226,002

4.226.002

66,045,993



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 『
扇司

L」

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営1利琵壼壼出鮨膿
`た
.IReach Alternatives

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

M各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏    名

1

/~ヽ

健,ジ
監事

セヤ ルミコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日瀬谷 ル ミ子

2
/~ヽ
聖ヽラル監事

オカ
゛
ワ  カス

゛
ヒサ 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小川 和久

う
０

/~ヽ

鯉ジ監事 効ドイリョウ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日中土井 僚

■
４

⌒

睫型ヲ・監事
ナカ

゛
イ ツ材 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月 日

日年 月永井 恒男

ｒ
Ｏ

/~ヽ
躍壁3′

監事 ミヤシタ  サチヨ 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日官下 幸子

′
０

⌒

鯉ヲ
・監事 サトウ シ

゛
ュンイチ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年佐藤 純一

7

⌒

鯉|ジ
監事

フクロ ヤスオ 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日袋 康雄

8
/~ヽ理事
(1フ

シハ
゛
タ  ヒテ

゛
タカ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日柴田 秀孝

9 理事 。監事 以下空白
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日
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設立・事業報告用
書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人Reach Alternatives

氏   名

野口 文生

2 谷口 修

3 木村 芳和

4 付上 久乃

5 小原 博之

6 桑原 邦嘉

7 甲斐 信好

8 野村 滋

9 田村 力

10 須田 哲史

11
天野 源之

12 以下省略



特定非営利活動法人 Reach Atermtives

理事長    瀬谷 ルミ子 殿

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

港総合会計事務所

2023年 5月 13日

漁 :

Jヘ
11:ilil:「 ||｀

1 
′公認会計士

監査意見

私は、特定非営利活動法人 Re“h Alternativesの 2022年度 (2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日

まで)の財務諸表等、すなわち、活動計算書、貸借対照表並びに財産日録について監査を行った。

私は、上記の財務諸表等が、すべての重要な点において、財務諸表の注記に記載された会計基準に準拠して

作成されているものと認める。

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

私の責任は、「財務諸表等の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、特定非営利活動法人 Reach ALernativesか ら独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

強調事項―財務諸表等作成の基礎

財務諸表の注記に記載されているとおり、財務諸表等は、所轄庁へ提出するために、「NPO法人会計基準」の

規定に従い作成されており、したがって、それ以外の目的には適合しないことがある。当該事項は、私の意見に

影響を及ぼすものではない。

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、財務諸表の注記に記載された会計の基準に準拠して財務諸表等を作成し、また、財務諸表等

の作成に当たり適用される会計の基準が状況に照らして受入可能なものであるかどうかについて判断することに

ある。理事者の責任には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するため

に理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、経続事業の前提に基づき財務諸表等を作成することが適切である

かどうかを評価し、継続事業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監事の責任は、特定非営利活動法人 Ro"h Altermtivesの 財務報告プロセスの整備及び運用における理事

者の業務執行の状況を監視することにある。



財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表等に対

する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 理事者が継続事業を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、また、人手した監査証

拠に基づき、継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められるかどうか結論付ける。継続事業の前提に関する注記がなされている場合は、監査報告書におい

て財務諸表等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項

が適切でない場合は、財務諸表等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の

結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、特定非営

利活動法人 Reach Altemativesは継続事業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表等の表示及び注記事項が、財務諸表の注記に記載されているとおり、「NPO法人会計基準」の

規定に準拠しているかどうかを評価する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

特定非営利活動法人 Reach Alternativesと 私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上



監 査 報 告 書

特定非営利活動法人 Rcach Alternatives

理事長 瀬谷 ルミ子 様

2023年 5月 22日

監事 柴田 秀孝

崇けな

私は、特定非営利活動促進法第 18条の規定に基づき、特定非営利活動法人 Rcach

Alternativesの 2022年度 (2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 まで)の事業報告書及

び計算書類 (活動計算書及び貸借対照表)及び財産目録について監査を行った。

私は、理事の業務執行の状況に関する監査に当たっては、理事会に出席し、必要と認める

場合には質問を行った。また、財産の状況に関する監査に当たっては、帳簿や証拠書類の閲

覧、照合、質問等の合理的な保証を得るための手続きを行った。

監査の結果、法人の業務は法令及び定款に基づき適正に執行され、会計処理は一般に公正

妥当と認められる会計原則に則って適正に処理されているものと認められた。

よって、私は、上記の事業報告書及び計算書類が、特定非営利活動法人 Reach Alternativcs

の 2023年 3月 31日 をもって終了する事業年度の業務執行の状況及び同日現在の財産の状

況を適正に表示しているものと認める。

以 上


